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はじめに 

 水害サミット実行委員会では、過去に水害によって甚大な被害を

受けた全国の市区町村長が、自らの被災体験を語り合い、より効果

的な防災、減災対策を考えるとともに、それらに関する情報を積極

的に発信し、行政関係者や住民等に防災、減災意識を高めてもらう

ことを目的として毎年「水害サミット」を開催している。 

 昨年の北陸豪雪、福井豪雪、７月豪雨、北海道胆振東部地震など、

人々の穏やかな日々の暮らしを奪う災害が全国各地で頻発する今日

において、住民に最も身近な存在である我々基礎自治体は、これま

での経験を教訓とし、それぞれの地域の実情に応じた防災、減災対

策を着実に推進していかなければならない。 

 しかし、一方で基礎自治体という枠組みでの対応には自ずと限界

が存在する。国土の保全を担う国からもその豊富な経験やノウハウ

等を生かし、役割と責任に応じた取組を力強く推進していただくこ

とが欠かせない。 

 今年の出水期を迎えるに当たり、我々は、平成 30 年７月豪雨を始

め、これまで大きな災害に見舞われ辛苦を味わったからこそ得るこ

とのできた貴重な経験に基づき、市区町村として取り組むべきこと

を明確にした上で、次のとおり緊急提言する。 
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１ 住民の命を守る、確実な避難に向けた取組の推進 

  平成 30 年７月豪雨では、地域住民同士による自主防災の取組が

十分に機能しなければ、高齢者が逃げ遅れて命を落とすなど、多

くの人々の命を守ることができないことが明らかとなった。 

これを教訓とし、地域住民同士の呼びかけによる一刻も早い避

難行動につなげるため、市区町村が発令する避難情報を理解し、

また、地域特性等にも精通した地域防災リーダーや避難インフル

エンサーの育成が必要である。それとともに、安全な避難場所や

避難路の確保と住民への周知、避難訓練、水防訓練の継続的な実

施を図っていかなければならない。 

また、洪水氾濫の危険性が高い地域の住民に対しては、災害リ

スクを自分事として理解し、避難行動に結びつくような工夫が必

要である。 

そのためには、ありきたりの発信内容ではなく切迫度に応じた

情報発信が有効であることから、住民へは緊迫感のある伝達内容

となるよう工夫することと併せて、避難情報の発令基準を明確化

し、適切なタイミングで避難を促していく必要がある。 

 

２ 住民が災害を“自分事”と考え、行動するための取組の強化 
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  今後、更なる気象現象の激甚化が想定される中、自然災害は決

して他人事ではなく、自らの命に関わる問題であることへの意識

転換を図るとともに、行政主導の防災対策から住民主体の取組強

化を積極的に進め、防災意識の高い社会を構築していかなければ

ならない。 

そのためには、同時多発的に発生する災害であっても地区単位

で円滑な避難が行われるよう、地区防災計画を作成できる人材を

発掘し、在宅高齢者や避難行動要支援者等を含めた全ての住民が

確実に避難できるよう、自治会、自主防災組織等による声かけ運

動などを展開するとともに、小中学校等において、全国で発生し

ている災害や過去に地域で発生した災害の状況を踏まえた防災教

育や避難訓練への参加を呼びかけるなど、災害リスクや災害時に

とるべき避難行動を後生に伝承していく必要がある。 

 

３ 悲惨な災害を二度と繰り返さないための災害対応体制の見直

し・強化 

  我々自治体は、災害時の教訓を生かし、発災直後、市区町村と

して死守しなければならない災害対応を時系列順に明らかにした

上で、刻々と変化する状況を踏まえ、広域かつ激甚化する災害に
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対応できるよう各種マニュアルの整備はもちろんのこと、発災後、

早期に行われる物的支援、時間の経過とともに必要となる人的支

援に対応するための受援計画や物資確保計画の策定に努める必要

がある。 

また、被災市区町村においては、発災直後の災害対策本部運営

や住民の命を守るための迅速な初期対応が極めて重要であるもの

の、災害対応経験のない市区町村では初動オペレーションなどの

知見に乏しく、初期対応の遅れが事態の悪化につながる場合も見

受けられることから、本部運営のノウハウを有する人材を派遣す

ることが重要であるとの認識のもと、被災市区町村の目線に立っ

た重層的な支援体制を構築する必要がある。 

被害を最小限に抑えるためにはソフト対策はもとより、ハード

対策への理解が必要不可欠であることから、普段から河川堤防が

防災に果たす役割や内水対策における排水施設の重要性などを住

民に分かりやすく伝えることができる環境整備が必要である。 

 

４ 地域の実情を踏まえた防災体制の構築への支援 

  土砂災害特別警戒区域や浸水想定区域等の指定後において、住

民の主体的な避難を促すためには住民説明会などの継続的な開催
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が有効である。これらの取組を行う市区町村に対する支援はもと

より、住民が自然災害の恐ろしさを再認識し、避難しなければ命

を守ることができないという切迫感ある映像等を作成するなどの

ソフト対策への支援を充実させることと併せ、水害発生時の逃げ

遅れ等による人命の危険性の低減を図るため、災害リスクがある

脆弱な堤防の効果的な補強など、河川の状況や地域の実情に応じ

た合理的なハード事業を促進すべきである。 

また、「自らの命は自らが守る」という意識の醸成や地域防災力

の向上のため、例えば、住民自らが防災士などの資格を取得する

際の支援制度の拡充や行動変容を起こすための地域防災研修会、

講演会開催等への財政支援を行うことで行政主導の防災対策から

住民自ら避難することを判断できる社会へと転換すべきである。 

 

５ 激甚化する災害に対し、総力を挙げた取組の推進・強化と被災

地支援体制の強化 

  激甚化する災害に対しては、国、県、市区町村等の関係者が緊

密に連携し、総力を挙げた取組が必要である。被災市区町村が災

害復興期に特に必要となる技術系職員を中長期的かつ安定的に供

給できる派遣体制を確立することを通じて、１日も早い復旧・復
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興を総力を挙げて支援すべきである。 

今後も広域的な災害の発生が懸念されることを踏まえ、引き続

き TEC-FORCE 等による被災市区町村の支援ニーズの迅速な把握と

支援体制の充実に加え、災害応急対策の拠点となる庁舎や避難所

としての役割を担う学校などの施設の強靭化やバリアフリー化な

どの防災・減災対策を着実に推進するため、緊急防災・減災事業

債の恒久化や適債条件の緩和などの財源措置を講ずるべきである。 

 

  令和元年６月 28 日 
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